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第４章 １９８０年代の研究動向

１． はじめに

１９８０年代のわが国経済は，大きく３つの時代に区分される。一つは，７１年の IMF

の崩壊および７３年の第一次オイルショック以降から８４年までの低成長の時代。二

つには，８５年のプラザ合意以降から８７年の円高構造不況の時代，三つには，８７年

からの９０年のバブル経済の時代，である。全般的には円高下における低成長ない

しは財政危機に伴う構造不況下に直面し，「臨調行革」に伴う新たな蓄積構造を

展開した時代といえる。

その間の経済動向を整理すると次のようになる。一つは，７９年の第二次石油危

機に伴う景気調整期の中で，徹底した ME（マイクロ・エレクトロニクス）合理

化による新たな生産システムによって，世界第２位の経済大国たる国際競争力を

維持し，貿易黒字を続けた。その結果，輸出国との間により一層の貿易摩擦を進

めることとなった。６０年代，７０年代と続いた国際経済摩擦は，８０年代に入って日

米通商摩擦として激化した結果，アメリカの要求は日本市場の全面的開放，内需

拡大策の要求と化し，８５年の円高による摩擦の是正を求めるプラザ合意へと発展

していった。二つには，７０年代の後半以降の赤字国債発行による財政政策は，恒

常的な財政不均衡を生み，８１年３月に「臨時行政調査会」（第二臨調）が発足し，

「増税なき財政再建」をスローガンとして「活力ある福祉社会の建設と「国際社

会に対する積極的貢献」を二大目標とする経済調整政策が進められた。しかし，８３

年の最終答申では「国民の自助・自立，企業の自立的努力，企業間の自由な競

争，地方自治体の自立」が最大の目標となり「財政再建なき増税」という結果と

なった１）。また，臨調路線を受けて進められた「臨時行政改革推進審議会」（行

革審）では，「市場原理の復活による経済の活性化，その軸としての民間活力の

育成，そのための規制緩和の必要性」が示され，国鉄の民営化をはじめとして市

場原理を最優先する経済産業システムへと大きく転換した。三つには，８５年のプ

ラザ合意に伴って「国際協調」路線が米ドルを基準とする形で再編された。すな

わち，ドル防衛のため国際的に金利を協調的に下げたことや円高不況対策として
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の金融緩和，赤字国債の増額による内需拡大を進め，その後のバブル経済を生む

結果となった。

こうした中での林業・林産業および山村の特徴は，一つは，日米林産物協議の

中で，木材貿易の自由化（関税の引き下げ）が促進されるとともに，アメリカ巨

大木材企業による木材の貿易構造が再編され，製品輸入や住宅輸入が増加する時

代であり，国内の木材自給率は２０％台へと大きく低下している。二つは，戦後に

造林した森林資源が成熟する一方で，木材需給の外材依存体制にあって，除・間

伐の停滞による森林管理問題が明らかとなった。三つは，山村においては，構造

不況に伴う地場産業の空洞化が進むとともに，多くの山村では新たな地域開発と

してリゾート開発に翻弄されることとなった。四つは，財投融資資金依存型の国

有林野事業の経営悪化が明らかとなった。五つは，８５年の「国際森林年」以降，

熱帯林をはじめとする森林保全に関する国民のニーズが高まるようになり，森林

の環境機能が重視されるようになった，などである。

このような１９８０年代におけるわが国の経済動向の特徴を整理するとともに，林

業経済研究の動向を『林業経済研究』を中心に明らかにすることが本章の目的で

ある。

２．１９８０年代の日本経済の特徴と森林・林業・山村問題

１９８０年代の前半（～８５年）は，円高不況の中で日本経済の再生産構造が重化学

工業からサービス産業や IT産業（情報産業）などに大きく転換した時代である。

従来，主軸であった素材型重化学工業（鉄鋼，化学，石油，非鉄，繊維，紙パル

プなど）は，８０年代に入って東南アジアを中心に「多国籍企業」化するととも

に，国内の生産量，設備投資が大きく縮小している。これに対して電気機械，輸

送機械，精密機械などの組立加工産業は，輸出をてこに生産量，設備投資ともに

増加している。とはいえ，低成長を打開するとして進められた「新産業都市」や

「工業整備特別地域」などの都市再開発による公共事業によって，さらなる東京

一極集中を招くとともに，財政危機も深刻化し，第二次臨調行政改革を進めるこ

ととなった。その後，８５年のプラザ合意および８７年のルーブル合意にかけての急

速な円高によって，わが国経済はさらなる打撃を受けることとなる。

こうした情勢下における森林・林業・山村は，一つは，戦後造林した人工林が

成熟する中で，「国産材の時代」が議論されるようになった。二つには，急速な

円高によって木材輸入価格の下落を引き起こし，林業振興地域育成事業（８０年）

や間伐促進対策事業（８１年）等の諸施策により森林の整備を進めようとしていた

国内林業に与える影響は極めて大きなものがあった。三つには，円高によるメリ

ットを活用して製品輸入が増大し，国内の林産業を直撃することとなった。四つ

には，国内の円高による構造不況を反映して，山村における産業の空洞化が急速

に進むこととなった。そのような中で自主的な「地域産業おこし」や「むらおこ

し」事業が全国的規模で展開する傾向にあった。

８７年以降のバブル経済は，急速な円高誘導と低金利政策によって展開すること

となる。さらに「日米経済構造調整」政策のもとバブル経済を後押ししたのが８７

年の「第四次全国総合開発計画（以下，「四全総」）」で示されたいわゆるリゾー

ト開発であった。それは，金融資本による大型開発プロジェクトであり，あらゆ

る資本が銀行と提携して農地や林地を求め，投機的な大規模開発を進めることと

なった。このことによって国土のおよそ１１％に当たる約４７０万 haの森林がス

キー場，ゴルフ場，別荘，リゾートホテルなどリゾート開発の対象地となった。

また，農林業については，進む円高と「日米経済構造調整」，「日米林産物協議」

などによって農林産物の関税引下げと輸入量の拡大が進み，益々厳しい状況とな

った。特に，リゾート開発の対象地となった地域においては農林業の縮小と製材

加工，林産業などの倒産が増大し，地域の空洞化が進んだ。また，同様に８５年の

国際森林年を受けて，ITTOが設立されるなど地球環境問題も議論されるように

なっている。

このように，８０年代のわが国経済は円高基調の中で，構想不況による ME合理

化や財政出動による公共事業の拡大など新たな資本蓄積のためのドラスティック

な展開であった。そのことがわが国の森林・林業・山村に与えた影響も極めて大

きく，林業経済研究においては日本林業の再生産構造とのかかわりで資本蓄積

論，生産構造論，貿易摩擦論，林業労働論，開発資本論，山村問題，林業財政

論，森林環境問題，さらには市民参加論と入会林野論など多様な研究テーマが議
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論される特徴となっている。

３．１９８０年代の林業経済研究の動向

ここでは，８０年代の時代区分を３つに分けて考察することにしよう。第一は，８０

～８４年のいわゆる日本資本主義の低成長への転換期においてである。日本林業に

おいても構造的な転換となり，長期的な木材不況下にある時代である。厳しい林

業環境にあって「国産材の時代」を背景に，生産・流通・加工を包括的にシステ

ム化する「地域林業論」が議論されるようになっている。こうした中で，８０年の

春季大会（７９年度の大会）では，「低成長」に転換した日本資本主義の中で，日

本林業の構造的特徴ないしは再生産構造の解明を急ぐ必要があることから，とり

わけ，林業生産力の根幹的契機をなす林業労働問題に焦点をおくとして，「林業

生産と林業労働力」２）をテーマとするシンポジウムが開催された。また，８０年の

秋季大会３）は，年間統一テーマを「地域林業と林業生産力」とし，特に，「地域

林業」問題に視点を当てる展開となっている。その理由として当時の幹事会は次

のように説明している４）。一つは，農林業などにおいて，共同的，複合的，組織

的な論点が，学問的にも政策的にも重視されるようになったこと。二つには，林

業政策サイドにおいて「地域林業」という呼称で，生産・流通・加工を包括的に

システム化したり，それぞれの部門相互の協業や組織化などとともに，担い手に

ついても一定の見直しの動きがみられる。このように日本資本主義が一転して低

成長時代となる中で，それに対応する日本林業の構造的特徴とそのあり方等につ

いて議論を深めている。すなわち，産地形成としての「林業経営の構造問題」や

川上と川下を結合した「地域林業」の形成，その担い手としての「森林組合」の

あり方，などについて論究されている。

ちなみに，８１年春季大会は，「地域林業」や日本林業の生産力展開に大きくか

かわっている森林組合を取り上げ，「森林組合制度史にみる林政の展開と森林組

合発展の現代的意義」５）をテーマに議論を深めている。また，８１年秋季大会で

は，日本林業の構造不況が強まる中で，「…現段階の林業・林政問題を具体的に

把握し，理解を深めるために，林業および経営構造の主体（支えるもの）の経営

構造の側面を中心にすえて…」６）として，「日本林業再編下の林業労働者問題」７）

をテーマとして，林業資本に包摂されながら実際に林業生産を支えてきている林

業労働者の諸問題について，厳しい労働条件，不均衡な所得水準，脆弱な組織化

が解明された。ついで８２年春季大会は，戦後日本資本主義の高度経済成長下にお

ける不均衡発展と木材流通の外材依存および農山村労働力の流動化政策と結合し

た基本法林政のもとで，中小（農）林家経営なども大きく後退し，森林組合がそ

れを担う経営体として再編されてきたといえるが，こうした中で，中小（農）林

家は，「所有と経営の分離」８）や「林業の多様な担い手」９）として位置づけられる

状況にあって，「山村における中小（農）林家の経営の今日的側面」１０）がテーマ

となり，地域林業の祖組織化における中小（農）林家の位置づけやシイタケなど

との複合経営の経済的，経営的変化の特徴が解明された。

８２年の秋季大会は，林業における土地問題を基本的な課題とし，８０年センサス

の公表を受けて，高度経済成長から低成長へと移行するのに伴って林業における

資本・労働力・資源の結合関係がどのように変容しているか，そして日本林業の

到達段階を明らかにするべく「日本林業の現段階と地域性」１１）をテーマとしてい

る。それを受けて８３年の春季大会は，長期的な日本林業の停滞の原因は，「林業

部門の内部における資本と土地所有の諸矛盾に規定されているだけでなく，わが

国の国家独占資本主義下における山村・林業・森林に対する収奪度合いの深化こ

そが基底である…」１２）とし，「林業における土地問題」１３）をテーマとして議論を

深めている。

一方，８３年の秋季大会は，「熱帯における林業開発の諸問題」１４）をテーマとし

てわが国の国家独占資本の海外進出問題について，特に，熱帯林における資本進

出と開発による森林資源問題を取り上げ，日本林業の低迷の原因を熱帯林開発政

策との関連で明らかにしている。その後，８４年春季大会では，「低成長下におけ

る地域林業の構造変化の諸特徴」１５）として，日本経済が低成長に向かって１０年が

経ち，その間に国内林業や山村の変貌は激変の状況にあることから，産業として

の林業の存立基盤や国産材時代の条件は何かなど，地域林業の基本問題について

議論している。それを受けて８４年の秋季大会においては，「低成長下の住宅産業

の構造変化と木材市場」１６）をテーマとし，アメリカ巨大資本のわが国木材流通へ
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の進出とそれに伴う新たな住宅産業の再編と再生産構造について解明している。

さらに，８５年の春季大会では，テーマを「北海道林業の戦後の展開と現段階」１７）

とし，「基本法」林政の破綻が明らかとなる中で，新たに「地域林業」政策への

移行が示されたことから，全国的な動向とは異なって展開している北海道林業に

ついて，日本林業の再生産構造とのかかわりで分析を行っている。

以上のようにこの時代は，第一に，日本資本主義の構造的変化，いわゆる「高

度経済成長」から「低成長」へという転換の中で，日本林業の構造はどのように

変質するのか，木材市場および流通・貿易問題については，熱帯林業の開発問題

やわが国の住宅産業の再編など新たな展開について議論され，わが国の新たな資

本蓄積段階において，森林資源が成熟し「国産材の時代」へという待望論に対す

る信頼性や日本林業の持つ外部的，内部的な構造矛盾の現状などについては一定

の成果をあげている。また，日本林業の置かれた厳しい状況下にあって，全国の

動向とは異なった北海道林業を分析するなど，日本林業の長期的低迷や生産活動

の縮小など厳しい現状から打開する方向を模索している。しかし，厳しい現状に

対する打開策に関する理論的展開は必ずしも明らかにされていない。

第二は，８５年～８７年の急速な円高下にあっては，わが国林業が構造的にも，政

策的にも大きな転換期となった時代である。その一つは，「日米経済構造調整」

や「日米林産物協議」などに伴って，農林産物の市場開放が強化されたこと。二

つには，「臨調行革」，「経済構造調整」下において林業政策が長伐期林業や天然

林施業など林業政策から森林政策へと転換していること。三つには，長期低迷す

る日本林業を再編する様々な提言や答申が多様な機関や団体から示されているこ

とである。それは，８２年の日本経済調査協議会の「森林・林業政策について－２１

世紀への展望」，８３年の第二次臨時行政調査会の国有林野事業に関する答申，そ

して８４年の林政審議会の「国有林野事業の今後の改革推進のあり方」，８５年には

経済同友会の「２１世紀に架けるみどりのニュースキーム」，８６年の経済団体連合

会の「わが国森林資源の活性化と森林の公益的機能の強化に関する緊急提言」，

同じく８６年の林政審議会中間報告「森林の危機の克服に向けて」などである。こ

れらを背景に新たな森林開発（土地開発）の議論が進められることとなった。こ

うした中で，益々厳しい日本林業の構造問題を明らかにするために「大規模林業

経営」あるいは「公的林業経営」に関する課題を選定している。また，国有林野

事業の経営悪化が明らかとなりつつある中で，国有林野事業再建の課題や国民に

とって国有林の役割は何か，国有化と民営化とは何か，など「国有林問題」が議

論された。

８５年度以降の林業経済学会のシンポジウムテーマをみると次のようになってい

る。８５年の秋季大会においては，わが国の林業・山村の危機的状況下において，

前述のように多様な分野から政策的提言が出されるなど，構造的な転換期を迎え

ていることから，当時の林業・山村の変化を特徴的に示す諸側面に焦点を当て，

とりわけ，農林産物の市場開放下および「臨調行革」下での林業・山村の変化を

とらえようとしている。そのような中で課題を「大規模林業経営の展開と性

格」１８）とし，大規模林業経営が日本林業の再生産構造や山村経済の発展との関連

性について議論を深めている。

８６年の春季大会においては，８５年度幹事会は「林業版「臨調行革」が林業の公

的経営の側面で早期にかつ大きく進められようと見受けられるのである。国有林

はもとより，公社，公団，森林組合を含めた林業の公的経営は，高度経済成長以

来わが国林業構造の基軸をなし，林業経済学会でもかつて林業の資本主義化論，

林業における生産の社会化論，森林組合資本論などとかかわらしめて多くの議論

がなされてきた」１９）としつつ，にもかかわらず当時多発していた山地災害，虫

害・気象災害などの現状から「分割・民営化」路線に即して変貌する公的経営は

如何なる意義と役割を持つかという視点から「構造不況下における林業の公的経

営」２０）をテーマにしている。

さらに８６年秋季大会では，国有林の「分割・民営化」２１）が急速に進むような現

状をふまえて，国有林野事業の歴史的転機に直面していることから「分割民営化

路線と国有林問題」２２）とする課題が設定された。一つは，国有林の存在意義，役

割を歴史的に学びつつ明確にすること，二つには，国有林の存在意義と役割との

関連で，経営形態，労働組織のあり方をどう考えるか，三つには，国有林再建の

途をどの方向に求めるか，といった議論が行われている。このようにこの時代

は，わが国資本主義の新たな資本蓄積構造とも関連してきわめてドラスティック

な研究展開となっているといえる。
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第三は，８７年～９０年のバブル経済下においては，８７年６月に公表された「四全

総」に伴って，わが国の経済は金融資本による再生産構造に大きく転換すること

となった。すなわち，森林は民間活力を導入する巨大な「リゾート開発」の対象

となるとともに，７０年代の後半より発展して全国的な規模になりつつあった地域

による自主的な「産業おこし事業」（村おこし事業）は，民間活力を活用した外

部資本による大型のリゾート開発と連動する「村おこし」（開発）問題に研究の

視点がおかれている。また，農林産物輸入の自由化が要求される状況下にあっ

て，さらなる木材の外材主導体制が強まり，戦後の日本林業政策は何を目的とし

てきたのか「戦後日本林業の展開」を解明すること。また，除・間伐が進まない

ことから森林が荒廃していること，さらにはそのことが国際森林年を契機として

国民の森林に対するニーズが高まる一方で，森林の環境機能が低下している現状

などから，今後の「森林資源政策」，「森林資源管理政策」はどのようにあるべき

かを解明することが課題となっている。また，リゾート開発と森林・林業問題と

して「国土開発政策と林業・山村」や成熟化する森林資源を巡って，新たに流域

を単位とする産地形成論が議論されるようになっている。

こうした中で，８７年の春季大会は，「戦後日本林業の展開と森林資源政策」２３）

とし，たんなる森林資源問題ではなく，林業政策が質的転換を遂げている中にお

いて資源政策問題としてどうあるべきかについて解明することであった。その理

由の一つは，わが国の森林資源は，木材流通が外材依存度を強めている中で荒廃

の度合いを高めており，日米経済構造調整の進行によって，いよいよ山村地域に

おける森林資源管理の実態そのものが危ぶまれる段階となってきていること。二

つには，それまでの森林資源政策の主軸であった拡大造林政策が破綻しつつある

こと。三つには，森林・みどり資源の危機的状況をグリーンキャンペーンやみど

りブームに便乗する形で森林整備費が国民負担となってきていること。また，こ

のようなことから従来の森林資源政策の方向が見失われつつあること２４）。等であ

った。８７年の秋季大会になると，同年の６月に公表された「第四次全国総合開発

計画」を契機に大規模域リゾート開発を中心とする森林・山村地域の開発が加速

的に進められるようになった。そのことを背景として「国土開発政策と林業・山

村」２５）をテーマに開発資本と林業・山村の構造的特徴が明らかにされた。以上の

ようにこの時期は，社会資本としての森林を重視し，多極分散型国土開発が唱わ

れているものの，その実態は一層の林業の空洞化を押し進め，さらなる東京一極

集中を進めるものであること。のみならず当時の森林開発の特徴は，国策として

の「産業構造調整政策」の枠組みに有機的に組み込まれ，「臨調行革」路線にお

ける内需拡大，規制緩和，低金利などの諸政策に支えられながら，バブル経済下

の新たな蓄積構造において体制的かつ総花的に進められようとしていること。ま

た，８７年４月に制定された「総合保養地域整備法」（いわゆる「リゾート法」）

は，ゴルフ場，別荘，リゾートホテルなどを大規模にワンセットで開発する戦略

であること。その結果，国土の１１％に当たる４７０万 haの森林や山村地域がその

対象となるとともに，国有林野事業は赤字解消の有力な手段として，ヒューマン

グリーンプランなどによる林地の提供と合理化を進めるものであったこと。この

ように，まさに，「日本リゾート列島」が具現化した時代であった。

こうしたバブル経済下における国土開発とは裏腹に農林業や農山村を巡る諸環

境は，拡大する農林産物の自由化や農林産物価格の低迷にあって衰退を余儀なく

された。また，林業生産の低迷は地域林業の空洞化を招き，戦後の基本法林政下

において植林されてきたスギ・ヒノキを中心とする１，０００万 ha余の人工林は，

除・間伐等の保育が進まない事態を生み，森林資源が成熟する中で手入れ不足か

らくる林地荒廃という森林の資源管理問題が急浮上してきた。そこで８８年の春季

大会では，「森林資源管理の今日的特徴と課題」２６）として，森林の木材生産のみ

ならずナショナルセキュリティーの観点からも，一つは，森林管理の意味がどの

ようにとらえられているのか，二つには，森林管理の現状がどのようになってい

るのか，三つには，森林管理のどのような問題があるのか，四つに，その問題を

どのような方向で解決するか，等の論点整理が行われている。

他方，国内の木材市場については，８０年代の前半までに大都市を中心とする外

材支配体制が形成されていたが，８５年の G５以降，異常な円高と急速な市場開放

によって，外材輸入は以前よりも増して量的にも，質的にも飛躍的に拡大するこ

ととなり，木材流通構造の改編が急速に進んだ。こうした中で８８年の秋季大会

は，「日本経済の構造転換と国産材産地の変貌」２７）として，戦後に植林された広

大な人工林から搬出されるであろう間伐材を円滑に処理するために，また，１，０００
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万 ha余の人工林を遊休化させないために国産材需給構造をどのように再編する

か。そのために従来からの国産材産地の構造的特徴２８）を解明している。次いで８９

年の春季大会では，木材産地形成の改編問題をふまえつつ，「林業経営の危機」

や「森林所有の危機」などと叫ばれるようになって森林経営問題が浮上したこと

から「日本経済の構造転換と森林経営の展開」２９）をテーマに森林所有や経営の危

機問題に関する具体的発現形態３０）について議論している。

８０年代の最終段階となる８９年秋季大会は，論点が大きく変わって「今日の入会

問題」３１）がテーマとなっている。これは，基本法林政の転換や国民のニーズの転

換などにおいて，森林の価値観が大きく変質したことに起因している。森林の利

用あるいは存在が木材生産を中心とした時代が終わり，森林の多面的な特性に対

して求められるようになったことである。すなわち，地域社会における共通資本

としての森林を地域全体で管理するという参加型の森林利用に関する展開をふま

えつつ，その中での意志決定，管理システムなどが新たな研究領域となってい

る。これは市民参加の森林管理問題や森林ボランティア論，あるいはそれを進め

るための合意形成論など，９０年代以降において活発になる研究テーマであるとい

うことができる。

４． おわりに

８０年代の「林業経済研究」は，日本経済の高度経済成長から低成長へ，そして

バブル経済へという大きな転換の中において，新たな資本蓄積構造との関連３２）

で，多様な領域における研究が急ピッチで展開した時期であった。

一つは，戦後の拡大造林政策によって植林されたスギ・ヒノキを中心とする森

林資源が，ある意味で成熟期を迎える中での構造分析，すなわち基本法林政の破

綻とのかかわりで林業資本が生産部門から伐出部門へ転換するという新たな段階

での研究が展開している。

二つには，経済の急速なグローバル化が進む中で，日米経済摩擦を背景とする

外材輸入の強化という段階での木材貿易問題である。具体的には，木材関税の大

幅な引き下げ・自由化が強行される中で，製品輸入から高度製品輸入へ，さらに

は住宅そのものが輸入されるという新たな段階における木材産業や住宅産業の動

向と国内林業の再生産構造３３）に関連する議論が活発になっている。

三つには，国家財政の破綻が明らかになる中で，「日米経済構造調整」政策下

における「民間活力」の導入や「内需拡大」という新たな資本蓄積構造を背景と

して，「リゾート開発」やそれに伴う新たな「村おこし」とも関わって，総資本

による投機的な森林開発が明らかとなるなど，それらに関する新たな研究分析が

進められた。すなわち，日本資本主義の国際化ないしは新たな資本蓄積構造への

転換期において，みどり資源としての森林や投機対象としての森林に対する資本

のニーズ３４）が台頭する一方で，森林の管理問題や財政問題あるいは地域開発問

題３５）が議論されるようになった時代であるといえる。

特に，村おこし問題に関連する研究は，８０年代初頭の，いわゆる７０年代の後半

より急速に発展した農山村の自主的な事例研究から，８０年代の中頃にはリゾート

開発に伴う外部資本を導入した大規模な事例研究へと質的な変化を示しつつ，

「内発型」と「外発型」を巡る議論が活発になっている。これに関するテーマは，

自由論題報告おいても８０年代から議論され，中頃には２０編を超えて年々増加する

という特徴があった。また，８０年代の終盤になると森林の社会資本として位置づ

けが見直され，９０年代以降，急速に展開する市民参加論や森林ボランティア論が

にわかに浮上している。

この時代におけるわが国の経済のドラスティックな展開は，あまりにも早急な

構造転換であり，林業経済研究においても多様な研究課題が遡上しており，一つ

ひとつの課題について理論的蓄積を達成することができたかというと疑問は少な

くない。特に，ソ連の崩壊や新たな冷戦構造など，世界情勢の展開の中で，林業

経済研究も少なからず刺激を受け，課題がやや拡散する傾向にあるとともに，急

速に事例研究が増加する時代でもあった。とはいえ，「林業政策」から「森林政

策」へという９０年代への転換の前段階における議論としては一定の成果を得たも

のといえる。
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用あるいは存在が木材生産を中心とした時代が終わり，森林の多面的な特性に対

して求められるようになったことである。すなわち，地域社会における共通資本

としての森林を地域全体で管理するという参加型の森林利用に関する展開をふま

えつつ，その中での意志決定，管理システムなどが新たな研究領域となってい

る。これは市民参加の森林管理問題や森林ボランティア論，あるいはそれを進め

るための合意形成論など，９０年代以降において活発になる研究テーマであるとい

うことができる。

４． おわりに

８０年代の「林業経済研究」は，日本経済の高度経済成長から低成長へ，そして

バブル経済へという大きな転換の中において，新たな資本蓄積構造との関連３２）

で，多様な領域における研究が急ピッチで展開した時期であった。

一つは，戦後の拡大造林政策によって植林されたスギ・ヒノキを中心とする森

林資源が，ある意味で成熟期を迎える中での構造分析，すなわち基本法林政の破

綻とのかかわりで林業資本が生産部門から伐出部門へ転換するという新たな段階

での研究が展開している。

二つには，経済の急速なグローバル化が進む中で，日米経済摩擦を背景とする

外材輸入の強化という段階での木材貿易問題である。具体的には，木材関税の大

幅な引き下げ・自由化が強行される中で，製品輸入から高度製品輸入へ，さらに

は住宅そのものが輸入されるという新たな段階における木材産業や住宅産業の動

向と国内林業の再生産構造３３）に関連する議論が活発になっている。

三つには，国家財政の破綻が明らかになる中で，「日米経済構造調整」政策下

における「民間活力」の導入や「内需拡大」という新たな資本蓄積構造を背景と

して，「リゾート開発」やそれに伴う新たな「村おこし」とも関わって，総資本

による投機的な森林開発が明らかとなるなど，それらに関する新たな研究分析が

進められた。すなわち，日本資本主義の国際化ないしは新たな資本蓄積構造への

転換期において，みどり資源としての森林や投機対象としての森林に対する資本

のニーズ３４）が台頭する一方で，森林の管理問題や財政問題あるいは地域開発問

題３５）が議論されるようになった時代であるといえる。

特に，村おこし問題に関連する研究は，８０年代初頭の，いわゆる７０年代の後半

より急速に発展した農山村の自主的な事例研究から，８０年代の中頃にはリゾート

開発に伴う外部資本を導入した大規模な事例研究へと質的な変化を示しつつ，

「内発型」と「外発型」を巡る議論が活発になっている。これに関するテーマは，

自由論題報告おいても８０年代から議論され，中頃には２０編を超えて年々増加する

という特徴があった。また，８０年代の終盤になると森林の社会資本として位置づ

けが見直され，９０年代以降，急速に展開する市民参加論や森林ボランティア論が

にわかに浮上している。

この時代におけるわが国の経済のドラスティックな展開は，あまりにも早急な

構造転換であり，林業経済研究においても多様な研究課題が遡上しており，一つ

ひとつの課題について理論的蓄積を達成することができたかというと疑問は少な

くない。特に，ソ連の崩壊や新たな冷戦構造など，世界情勢の展開の中で，林業

経済研究も少なからず刺激を受け，課題がやや拡散する傾向にあるとともに，急

速に事例研究が増加する時代でもあった。とはいえ，「林業政策」から「森林政

策」へという９０年代への転換の前段階における議論としては一定の成果を得たも

のといえる。

【注および参考文献】

１）１９８９年４月１日，特定の物品やサービスに課税する個別間接税とは異なり，消費に
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広く公平に負担を求める間接税として３％（１９９７年４月１日から税率は５％に）が

導入された。このことによって国内の製造業は大きな打撃を受け，木材関連産業も

例外ではなかった。

２）１９８０年春季大会は，統一テーマを「林業生産と林業労働力」とし，有永明人「国有

林経営とその労働力再編をめぐって」，田中茂「転換期の林業生産と林業労働力を考

える」が報告されてる（『林業経済研究』No．９７，１９８０年参照）。

３）１９８０年秋季大会（８０年度）から自由論題報告が開始されるようになり，多様な研究

領域からの研究報告が可能となった。

４）「１９８０年度秋季大会にあたって」『林業経済研究』No．９８，１９８０年を参照。シンポジ

ウムの報告者および論題は次のとおり。赤井英夫「南九州林業の展開」，川田勲「国

産材の主産地形成と組織化」，野田英志「シイタケ市場の動向とシイタケの産地形成

を巡る問題」。

５）『林業経済研究』No．９９，１９８１年を参照。筒井�夫「営林監督制度の展開過程」，加

藤成一「戦時，戦後の森林法森林組合制度の改正について－現代森林組合の基礎構

築過程－」，船越昭治「林業基本法以降の森林組合とその制度問題」，泉英二「産地

形成論の現状－秋季大会を聞いて－」，小池浩一郎「木材価格分析の展開」と多義に

わたる議論となっている。

６）「１９８１年度秋季大会に当たって」『林業経済研究』No．１００，１９８１年を参照。

７）『林業経済研究』No．１００，１９８１年，北尾邦伸「育林＜労働問題＞の現局面－滋賀県

公社造林の事例分析－」，小池正雄「民有林における機械化と伐出労働組織」が報告

された。

８）１９７１年の「グリーンプラン」において「森林の造成を民有林所有者の内発的努力の

みに期待することは困難である」として，民有林政策の基本方向を「所有と経営の

分離を促進する」ことが提言され，中小（農）林家の自立的経営は大きく後退する

こととなり，代わって森林組合の「地域林業」の担い手としての機能が強化される

ようになった。

９）１９７９年度の林業白書において「国産材供給の多様な担い手がそれぞれ個別に経営の

改善に努力することに加え」…「地域ぐるみで取り組む体制づくり…」を打ち出し

た。すなわち，川下と川上を結合する「地域林業」の形成であった。

１０）『林業経済研究』No．１０１，１９８２年を参照。シンポジウムでは，熊崎実「この２０年間

の中小林家の経営動向－センサス統計をもとに－」，飯田繁「最近の中小林家の経済

構造」，吉良今朝芳「農林複合経営の諸側面」，松木洋一「山村における畜産的土地

利用の動向と生産組織－牧野組合の分析－」が報告されている。

１１）『林業経済研究』No．１０２，１９８２年，半田良一「日本林業の発展段階と地域性」，石井

寛「林業構造論（北海道林業論）からの一接近」を参照。

１２）「春季大会に当たって」『林業経済研究』No．１０３，１９８３年を参照。

１３）『林業経済研究』No．１０３，１９８３年を参照。シンポジウムは，黒田�夫「育林資本の

収益性と林地価格」，岡田秀二「地域開発の展開と林地問題」，橋本玲子「山村農民

の土地利用の展開」が報告されている。

１４）『林業経済研究』No．１０４，１９８３年を参照。シンポジウム論文は，橋本智「わが国経

済協力の仕組みと林業協力」，安藤嘉友「東南アジアにおける開発政策の展開とわが

国の経済協力－マレーシア・サバ州，インドネシアを中心に－」，森田学「インドネ

シア林業の２側面－熱帯林業へのアプローチ－」。

１５）『林業経済研究』No．１０５，１９８４年，船越昭治「低成長下における地域林業の構造変

化の諸特徴－東北における諸側面－」，笠原六郎「低成長下における地域林業の構造

変化の諸特徴－三重県の林業－」，井口隆史「低成長下における地域林業の構造変化

の諸特徴－中国地方の場合－」を参照。

１６）『林業経済研究』No．１０６，１９８４年，村嶌由直「日本経済と住宅産業の展開」，安藤嘉

友「「低成長」下の住宅産業の構造変化と木材市場－住宅産業の構造変化と木材市場

の改編－」，野田英志「「低成長」下の住宅産業の構造変化と木材市場－地方都市に

おける住宅建築の動向と製材品流通－」を参照。

１７）『林業経済研究』No．１０７，１９８５年，成田雅美「北海道における木材工業の戦後展開

と市場構造」，北尾邦伸「限界地育成林業の展開構造－北海道カラマツ林業を事例と

対象として－」，鷲尾良司「国有林業経営の戦後展開と現段階－北海道国有林業経営

を事例として－」を参照。

１８）『林業経済研究』No．１０８，１９８５年を参照。ここで幹事会は，大規模林業経営を取り

上げる視点として次の三つをあげている。一つは，当時の大規模林業経営が示す経

営動向を，地域性をふまえつつ把握すること。二つには，そのような動向と地域経

済の再生産構造とのかかわりを解明すること。三つには，好況期には積極的な経営

を展開したかに見えたが，不況期にはきわめて消極的となっていることから，その

経営の経済的本質について明らかにすることとしている。シンポジウムでは，堺正

紘「育成林業地帯における大規模林家の経営動向」，依光良三「低成長下の大規模林

業経営の構造変化－「剣山開発」の集束と変貌－」，塩澤南海治「大規模林業経営体

の今日的特徴」が報告されている。
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広く公平に負担を求める間接税として３％（１９９７年４月１日から税率は５％に）が

導入された。このことによって国内の製造業は大きな打撃を受け，木材関連産業も

例外ではなかった。

２）１９８０年春季大会は，統一テーマを「林業生産と林業労働力」とし，有永明人「国有

林経営とその労働力再編をめぐって」，田中茂「転換期の林業生産と林業労働力を考

える」が報告されてる（『林業経済研究』No．９７，１９８０年参照）。

３）１９８０年秋季大会（８０年度）から自由論題報告が開始されるようになり，多様な研究

領域からの研究報告が可能となった。

４）「１９８０年度秋季大会にあたって」『林業経済研究』No．９８，１９８０年を参照。シンポジ

ウムの報告者および論題は次のとおり。赤井英夫「南九州林業の展開」，川田勲「国

産材の主産地形成と組織化」，野田英志「シイタケ市場の動向とシイタケの産地形成

を巡る問題」。

５）『林業経済研究』No．９９，１９８１年を参照。筒井�夫「営林監督制度の展開過程」，加

藤成一「戦時，戦後の森林法森林組合制度の改正について－現代森林組合の基礎構

築過程－」，船越昭治「林業基本法以降の森林組合とその制度問題」，泉英二「産地

形成論の現状－秋季大会を聞いて－」，小池浩一郎「木材価格分析の展開」と多義に

わたる議論となっている。

６）「１９８１年度秋季大会に当たって」『林業経済研究』No．１００，１９８１年を参照。

７）『林業経済研究』No．１００，１９８１年，北尾邦伸「育林＜労働問題＞の現局面－滋賀県

公社造林の事例分析－」，小池正雄「民有林における機械化と伐出労働組織」が報告

された。

８）１９７１年の「グリーンプラン」において「森林の造成を民有林所有者の内発的努力の

みに期待することは困難である」として，民有林政策の基本方向を「所有と経営の

分離を促進する」ことが提言され，中小（農）林家の自立的経営は大きく後退する

こととなり，代わって森林組合の「地域林業」の担い手としての機能が強化される

ようになった。

９）１９７９年度の林業白書において「国産材供給の多様な担い手がそれぞれ個別に経営の

改善に努力することに加え」…「地域ぐるみで取り組む体制づくり…」を打ち出し

た。すなわち，川下と川上を結合する「地域林業」の形成であった。

１０）『林業経済研究』No．１０１，１９８２年を参照。シンポジウムでは，熊崎実「この２０年間

の中小林家の経営動向－センサス統計をもとに－」，飯田繁「最近の中小林家の経済

構造」，吉良今朝芳「農林複合経営の諸側面」，松木洋一「山村における畜産的土地

利用の動向と生産組織－牧野組合の分析－」が報告されている。

１１）『林業経済研究』No．１０２，１９８２年，半田良一「日本林業の発展段階と地域性」，石井

寛「林業構造論（北海道林業論）からの一接近」を参照。

１２）「春季大会に当たって」『林業経済研究』No．１０３，１９８３年を参照。

１３）『林業経済研究』No．１０３，１９８３年を参照。シンポジウムは，黒田�夫「育林資本の

収益性と林地価格」，岡田秀二「地域開発の展開と林地問題」，橋本玲子「山村農民

の土地利用の展開」が報告されている。

１４）『林業経済研究』No．１０４，１９８３年を参照。シンポジウム論文は，橋本智「わが国経

済協力の仕組みと林業協力」，安藤嘉友「東南アジアにおける開発政策の展開とわが

国の経済協力－マレーシア・サバ州，インドネシアを中心に－」，森田学「インドネ

シア林業の２側面－熱帯林業へのアプローチ－」。

１５）『林業経済研究』No．１０５，１９８４年，船越昭治「低成長下における地域林業の構造変

化の諸特徴－東北における諸側面－」，笠原六郎「低成長下における地域林業の構造

変化の諸特徴－三重県の林業－」，井口隆史「低成長下における地域林業の構造変化

の諸特徴－中国地方の場合－」を参照。

１６）『林業経済研究』No．１０６，１９８４年，村嶌由直「日本経済と住宅産業の展開」，安藤嘉

友「「低成長」下の住宅産業の構造変化と木材市場－住宅産業の構造変化と木材市場

の改編－」，野田英志「「低成長」下の住宅産業の構造変化と木材市場－地方都市に

おける住宅建築の動向と製材品流通－」を参照。

１７）『林業経済研究』No．１０７，１９８５年，成田雅美「北海道における木材工業の戦後展開

と市場構造」，北尾邦伸「限界地育成林業の展開構造－北海道カラマツ林業を事例と

対象として－」，鷲尾良司「国有林業経営の戦後展開と現段階－北海道国有林業経営

を事例として－」を参照。

１８）『林業経済研究』No．１０８，１９８５年を参照。ここで幹事会は，大規模林業経営を取り

上げる視点として次の三つをあげている。一つは，当時の大規模林業経営が示す経

営動向を，地域性をふまえつつ把握すること。二つには，そのような動向と地域経

済の再生産構造とのかかわりを解明すること。三つには，好況期には積極的な経営

を展開したかに見えたが，不況期にはきわめて消極的となっていることから，その

経営の経済的本質について明らかにすることとしている。シンポジウムでは，堺正

紘「育成林業地帯における大規模林家の経営動向」，依光良三「低成長下の大規模林
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１９）「１９８６年度春季大会に当たって」『林業経済研究』No．１０９，１９８６年を参照。

２０）『林業経済研究』No．１０９，１９８６年の大金永治「国有林経営の現状と課題－施業及び

技術的視点からの考察－」，北川泉「公社・公団造林の現段階的意味」，笠原義人

「森林組合の現段階」を参照。

２１）１９８６年３月に財界から出された国有林の分割・営林会社化＝国有林野事業の合理化

は，一つは，「民間活力」による内需拡大政策に沿って，大手資本に国民の財産であ

る国有地を積極的に払い下げようというもので，いうならばリゾート法の受け皿的

な意味を持っていた。二つには，分収育林などによって大資本による国有林経営の

実質的な「分割化」を進めるもので，国民の財産を解体するものにつながるもので

あった。三つには，国有林の人員を１９８５年の４．５万人から段階的に合理化を進め，最

終的には２万人へと削減を図ると同時に，立木販売への全面移行と管理組織の縮小

を図るというものであった。四つには，森林管理費用を国民負担に依拠し，森林施

業の効率性の追求と労働投下量を大幅に節約することが主な内容であった。

２２）『林業経済研究』No．１１０，１９８６年の笠井恭悦「国有林野の成立－公有林官民有区分

を中心として－」，有永明人「戦後・国有林経営の展開と労働力編成」，野口俊邦

「国有林経営「改革」の現段階」を参照。

２３）『林業経済研究』No．１１１，１９８７年の大内幸雄「拡大造林政策の歴史的展開過程」，岡

森昭則「間伐問題の地域的発現形態と造林政策」，山岸清隆「林業財政の展開と森林

資源政策－造林補助制度を中心に－」を参照。

２４）「１９８７年度春季大会に当たって」『林業経済研究』No．１１１，１９８７年を参照。

２５）『林業経済研究』No．１１２，１９８７年の依光良三「国土開発政策と森林・山村－四全

総・リゾート開発を中心として－」，川村誠「近畿圏における国土開発政策の展開と

四全総」，土屋俊幸「スキー場開発の進展と地域の対応－「リゾート開発ブーム」下

の動向－」，宮林茂幸「低成長下における森林レクリエーション開発の構造変化と山

村・林業」を参照。

２６）『林業経済研究』No．１１３，１９８８年の熊崎実「森林政策の新しい視座を求めて」，深尾

清造「大規模林家の動向」，井口隆史「後発林業地の森林管理問題」を参照。

２７）『林業経済研究』No．１１４，１９８８年の佐々木孝昭「円高下における後発林業地の製材

業と林家」，小嶋睦雄「転換期の木材流通と産地形成－木材流通の広域性と産地形成

の多様性」，川田勲「産地間競争の激化とヒノキ製材産地－四国西南地域の実態－」

を参照。

２８）８６年～８７年の時代は，内需拡大の一環として首都圏を中心に住宅需要が伸び，加え

て，OA化や OE化などから紙需要も順当に伸びるなど，木材需要量の大幅な増加と

なった。しかし，その増加分の大半は外材によって充てられ，国産材丸太の生産量

は逆に減少する傾向を示している。一方，国内林業は，「経済構造調整政策」が実施

される中で，国際協調あるいは国際分業論を背景に，さらなる外材開放の機運が高

まり，その下で特定林業地域への差別的助成政策やリゾート開発の推進に伴う森林

の非林業的利用の拡大など，木材生産をはじめとする林業生産活動は停滞すること

となった。

２９）『林業経済』No．１１５，１９８９年の菊間満「森林資源の危機と大山林経営の現段階－岩

手県山形村の広葉樹資源問題－」，志賀和人「育林経営と素材生産の展開構造－８０年

代における中小規模林家と森林組合の動向を中心に－」を参照。

３０）８５年２月，経済同友会は「２１世紀に架けるみどりのニュー・スキーム」において，

わが国私有林における林業経営を次の３つに分類した。①専業的経営，②農業その

他を主業としつつ林業を行う兼業者，③単なる土地所有者である。しかし，森林経

営を巡る問題の発現形態は，地域により，経営規模により，さらには経営の歴史性

により大きく異なっている。それは森林経営の危機的状況に対する発現形態に関し

ても同様であり，森林経営の担い手ないしは森林管理の担い手に関する考察が必要

となろう。

３１）『林業経済研究』No．１１６，１９８９年の船越昭治「入会林野の今日的課題－特に政策問

題としての視点から－」，笠原六郎「入会林野政策の軌跡と入会の現代的意義」，八

尋宣子「入会林野利用と集落構造－地域農林業の展開と権利調整問題を中心として

－」を参照。

３２）これに関連する文献としては，鷲尾良司・奥地正編著『転換期の林業・山村問題』

（新評論，１９８３年）がある。

３３）関連する文献としては，有永明人・笠原義人編著『戦後日本林業の展開過程』（筑

波書房，１９８８年）がある。

３４）これに関連する文献としては，依光良三『日本の森林・緑資源』（東洋経済新報

社，１９８５年）がある。

３５）これに関連する文献としては，岡田秀二『地域開発と山村・林業の再生』（杜陵高

速印刷出版，１９８８年）がある。

宮林 茂幸（東京農業大学地域環境科学部）
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